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・機械装置・・・160万円以上
・測定工具及び検査工具・・・30万円以上
・器具備品・・・30万円以上
・建物附属設備・・・60万円以上
※生産・販売活動等の用に直接供されるものであり、中古資産でないもの


以下の要件を満たす設備投資を対象
①市町村計画に基づき中小企業が実施する設備投資
・中小企業は認定経営革新等支援機関と連携し、設備投資計画を策定
・企業の設備投資計画が市町村計画に合致するかを市町村が認定
②真に生産性革命を実現するための設備投資（導入により、労働生産性が年平均３％以上向上する設備投資）
③企業の収益向上に直接つながる設備投資（生産、販売活動等の用に直接供される新たな設備への投資）


固定資産税の課税標準を、３年間、ゼロ以上１／２以下で市町村の条例で定める割合に軽減


集中投資期間中（平成30年度～32年度）における中小企業の生産性革命を実現するための措置として、償却資産に係る固定資産税の特例が創設されました





